
 

 

広野町の町税行政につきましては、平素より格別のご理解とご協力を賜り厚

く御礼申し上げます。 

さて、固定資産税は、土地や家屋のほか、償却資産についても課税されます。

償却資産の課税については、地方税法第３８３条の規定により、毎年１月１日

現在所有している償却資産について、その資産所在地の市町村に申告をしてい

ただくことになっております。  

つきましては、申告用紙を送付いたしますので、必要事項を記入の上、提出

期限までに申告いただきますようお願いいたします。 

※広野町では eLTAX（エルタックス：http://www.eltax.jp/）による償却

資産の電子申告も受け付けておりますので、是非ご利用ください。 

 

 

 

◇申告書提出期限   令和４年１月３１日（月） 

 

 

◇提出書類           償却資産申告書 

種類別明細書 

 

◇提出先及び       広野町役場 町民税務課あて 

問い合わせ先       〒979-0402 

福島県双葉郡広野町大字下北迫字苗代替３５番地 

TEL 0240-27-4160  FAX 0240-27-4701 

 

◇申告書控えの返送について 

申告書控えの返送を希望される方は、必ず返信先を記入した封筒に切手を貼

付し、申告書に同封してください。 返信用封筒が同封されていない場合は、

返送できません。 

 

４ 
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１ 償却資産とは 

土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産で、その減価償却費

が法人税又は所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必要な経費に算入

されるもの（法人税又は所得税を課されないものが所有するものを含む。）を

いいます。次のようなものが申告の対象となります。 

例えば会社や個人で工場や商店などを経営している方などがその事業のため

に用いている構築物・機械・工具・器具・備品等があげられます。 

 

２ 償却資産の種類 
償却資産の対象となる主な例です。 

種類 主な償却資産の例 

１ 構築物 

構築物 
門、塀、路面舗装、庭園、緑化施設、広告塔、

屋外給排水設備、土地に定着した土木設備など 

建物付属設備 
動力用電気設備、給排水設備、厨房設備、内装、

屋外照明設備 

２ 
機械及び

装置 

工作機械、印刷機械、土木建設機械、ガソリンスタンド設備、

クリーニング設備、搬送設備（クレーン、ブルドーザー、コンベヤー等） 

３ 船舶 釣り舟、漁船、ボート、貨物船 

４ 航空機 飛行機、ヘリコプター、グライダーなど 

５ 
車両及び

運搬具 

貨車、客車、台車、大型特殊自動車（標識の分類番号「0、00 から

09、000 から 099」 及び 9、90 から 99 及び 900 から 999） の車

両）※自動車税、軽自動車税の課税対象となるものは除きます。 

６ 
工具器具

及び備品 

測定・検査工具、事務机、椅子、応接セット、陳列棚、テレビ、

エアコン、冷蔵庫、パソコン、通信機器、カメラ、看板、金庫、

理容・美容機器、医療機器、レジスター、看板、自動販売機等 
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３ 業種別主な償却資産 

業種名 対象となる主な償却資産の例示 

各業種共通 

駐車場や構内の路面舗装、受変電設備、庭園、門、塀、外構、街

灯、ネオンサイン、広告塔、看板、応接セット、ロッカー、キャ

ビネット、エアコン、パソコン、コピー機、レジスター、金庫な

ど 

飲食店 
接客用家具、自動販売機、厨房設備、カラオケセット、テレビ、

放送設備、冷蔵庫、製氷機など 

農業 
ビニールハウス、耕運機、田植機、脱穀機、コンバイン、草刈機

など 

小売業 
ショーケース、陳列棚・台、自動販売機、冷蔵・冷凍庫、レジス

ターなど 

製造業 
受変電設備、プレス機、金型、洗浄給水設備、構内舗装、溶接機、

動力用電気配線など 

理美容業 
理美容椅子、洗面設備、パソコン、応接家具、広告塔、レジスタ

ーなど 

医科・歯科医院 
各種医療機器（レントゲン機器、調剤機器、手術機器、ＣＴスキ

ャンなど）、キャビネットなど 

ガソリンスタンド 洗車機、ガソリン計量器、地下タンクなど 

娯楽業 パチンコ機、ゲーム機、両替機、広告塔など 

４ 申告の対象になる資産 

令和４年１月１日現在で、事業の用に供することができる資産が対象となり

ますが、下記の資産についても申告の対象になります。 

① 建設仮勘定で経理されている資産 

② 未稼動資産（既に完成しているが、まだ稼動していない資産） 

③ 償却済資産（耐用年数が経過した資産） 

④ 簿外資産（帳簿に記載されていない資産） 

⑤ 遊休資産（稼動を休止しているが、維持補修等が行われている資産） 

⑥ 大型特殊自動車（自動車税が課せられないもの） 

⑦ 租税特別措置法の規定を適用し即時償却等をした資産 

⑧ 改良費（資産の価格増加のため追加的に支出したものは本体と別申告） 

※賃借人（テナント）等家屋の所有者以外の方が取り付けた内装、造作、建

築設備などの資産で事業の用に供することができる資産は、賃借人（テナン

ト）等が申告する必要があります。（建物附属設備） 
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５ 申告の対象にならない資産 

次の資産は、固定資産税の対象にならないため、申告の必要はありません。 
① 自動車税、軽自動車税の課税対象となる資産 

② 無形固定資産（ソフトウェア、漁業権、特許権、営業権など） 

③ 繰延資産 

④ 取得価格が２０万円未満で３年間で一括償却している資産 

⑤ 耐用年数が１年未満又は取得価格が１０万円未満で一時に損金算入又は必

要経費としているもの 

 

６ 申告していただく方 

令和４年１月１日現在、広野町内に償却資産を有する方、又は他の事業者に

貸している方。 

※申告書が送付されてきた方は、該当資産がない場合又は資産の異動がない場

合もその旨を備考欄に記入の上、申告書を提出してください。 

また、廃業、転出など広野町内に該当資産がなくなった方についてもその旨

を申告書に記入の上、ご提出ください。 

 

７ 評価額と税額の計算について 
（1）評価額の算出方法 
 償却資産の評価は、償却資産の取得年月、取得価額及び耐用年数に基づき、

申告していただいた資産について一件ずつ評価額を算出します。 

 

前年中に取得した償却資産 

評価額 ＝ 取得価額 × ( 1 −
𝒓

𝟐
  )＝取得価額×Ａ 

 

前年前に取得した償却資産 

評価額 = 前年度の評価額 × ( 1 – r )＝前年度の評価額×Ｂ 

 

ｒ：耐用年数に応ずる減価率（旧定率法） 

Ａ：半年分の減価残存率で次ページ減価残存率表のＡ欄 

Ｂ：１年分の減価残存率で次ページ減価残存率表のＢ欄 

 

※初年度の評価額は、取得月にかかわらず半年分の減価償却により算定します。 

※算出した評価額が取得価額の５％を下回る場合は、その償却資産が事業の用

に供されている限りは、取得価額の５％の額が評価額となります。 

 

※償却資産の課税標準額の合計が150万円未満である場合には、固定資産税は

課税されません。 
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減価率及び減価残存率表（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計算例】 

① 前年中（令和３年中）に取得した資産の計算例 

取得年月（令和３年５月）取得価額（3,000,000 円） 

耐用年数（８年）減価率（0.250） 

年度 評価額計算式 

令和４年度 

3,000,000×  ( 1 −
0.250

2
 )   ＝ 

2,625,000 

 

 

② 前年前（令和３年以前）に取得した資産の計算例 

取得年月（令和元年 11 月）取得価額（2,000,000 円） 

耐用年数（１０年）減価率（0.206） 

年度 評価額計算式 

令和２年度 2,000,000 ×  （1－
0.206

2
）  ＝ 1,794,000 

令和３年度 1,794,000×（1－0.206）  ＝ 1,424,436 
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令和４年度 1,424,436×（1－0.206）  ＝ 1,131,002 

（２）税額の計算 

課税標準額×税率（1.4％） ＝ 税額 

課税標準額は、土地、家屋及び償却資産の評価額を合計し、1,000 円未満を 

切り捨てます。また、算出された税額の１００円未満は切り捨てます。 

※課税標準の特例の適用を受ける資産は、適用後の価格が課税標準額となります。 

 免税点 

償却資産の課税標準額が 1５０万円未満の場合、償却資産に固定資産税は課

税されませんが、その場合も申告が必要です。 
 

８ 非課税・課税標準額の特例等について 
①  非課税 

地方税法第３４８条に規定する一定の要件を満たす償却資産には、固定資

産税は課税されません。該当する資産をお持ちの方は、非課税申請書・添付

資料などの提出が必要になります。詳細はお問い合わせください。 

 

②  課税標準額の特例 

社会政策・経済政策の見地から、地方税法（第３４９条の３及び附則第 

１５条から附則第１５条の３まで）に規定する要件を満たす償却資産は、課

税標準の特例が適用され、固定資産税が軽減されます。該当する資産をお持

ちの方は、種類別明細書の摘要欄に摘要条項を記載し申告してください。 

(例)内航船舶、公共の危害防止施設、電気通信信頼性向上設備、公害防止施設など 

※東日本大震災により滅失・損壊した償却資産又は、居住困難区域に所在し

ていた償却資産の所有者等が、代替償却資産を令和６年3月31日までの間に

被災地域内において取得・改良した場合には、当該代替償却資産に係る課税

標準額を4年度分2分の1とする特例措置を受けることができます。申告につ

いてはお問い合わせください。 

 

③  その他の特例 

東日本大震災復興特別区域法による広野町復興産業集積区域における固定

資産税の課税免除（対象区域は町の一部。対象者は市町村長の認定を受けた方。

期間は５箇年。）や、福島復興再生特別措置法による広野町企業立地促進区域

及び避難解除区域等における固定資産税の課税免除（対象区域は町全域。対象

者は福島県知事の認定又は確認を受けた方。期間は５箇年。）の特例措置があ

ります。 

 福島復興再生特別措置法による課税免除を受ける際、避難解除等区域復興

再生事業を実施する個人事業主または法人は、平成３０年６月９日までに取得
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かつその日の属する事業年度で取得した資産が課税免除の対象となりますの

で、ご注意ください。 

いずれの場合も一定の条件を満たす方が新規に取得した資産について対象

となるものです。該当する資産をお持ちの方で特例の適用を受ける際は、申請

書・添付資料などの提出が必要になります。申請書の提出期限については、毎

年 3 月 20 日（休日の場合には翌開庁日）となっています。 

 

 

９ 固定資産税の納付について 
① 納税通知書の送付 

４月中旬に、土地・家屋・償却資産を合わせた固定資産税の納税通知書を

郵送させていただきます。 

 

② 納期 

固定資産税の納期は、４月、７月、９月、１１月の年４回です。 

 

③ 実地調査のお願い 

地方税法第３５３条及び第４０８条の規定により実地調査を行うことがあ

りますので、その際はご協力をお願いいたします。また、実地調査などに伴い、

修正申告などをお願いすることになった場合は、資産の取得時期に応じて過年

度に遡及課税することがありますので、あらかじめご了承ください。 

 

 

10 提出・お問い合わせ先 
 

〒979-0402 

福島県双葉郡広野町大字下北迫字苗代替３５ 

広野町役場 町民税務課 

電話 0240-27-4160 ＦＡＸ 0240-27-4701 

Ｅ-mail : chouminzeimu@town.hirono.fukushima.jp 


